













































The aim of this paper is to employ the innovation ecosystem concept to shed light on how companies manage 
relationships with multiple external companies to develop new products and supply them to customers, and the 
kinds of conditions that must be met and issues that must be tackled to that end. In this paper, ecosystems are 
defined as “the collaborative arrangements through which firms combine their individual offerings into a coherent, 
customer-facing solution” (Adner 2006). The case of Pioneer Corporation’s development of a new product, “Cyber 
Navi,” was investigated and analyzed in detail as an example of innovation ecosystem management in Japanese 
companies. 
The results of the analysis showed that if innovation ecosystems are divided into product development and product 
supply, Pioneer is able to properly and characteristically manage product development, which is close at hand, but 
with respect to product supply, it faced internal issues and gaps in perceptions with suppliers. Pioneer also took 
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stakes in or forged business partnerships with companies that continued to supply essential and important content 
after the launch of the product as a form of opportunistic behavior. In addition, three key conditions for 
management of the innovation ecosystem were presented: 
(1) The company that is the leader of the innovation ecosystem is not just a technology integrator. If there are issues 
with its partners, it is able to manage them jointly with the partners. 
(2) The company establishes partnerships with companies that could play a key role with industry partners in the 
innovation ecosystem. 
(3) The company is able to employ and ensure the survival of the ecosystem to make its own existing technologies, 
services, and infrastructure “killer content.” 
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ステム」と定義した（江端・本荘, 2009）。井上他（2011）は、Moore（1996）と Iansiti and 
Levien（2004）がエコシステムを代表的に論じていると述べている。 





























































































価値設計図の 3 つの分析枠組みを用いて、分析を行う。 
コーイノベーション・リスクとは、自身のイノベーションの成功がエコシステム内のパ
ートナーの成功に依存するリスクである。例えば、自社の役割の成功確率が 100％であっ
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ルである。パートナーとの行動やつながりの変化を考え、全体のシステムが提供価値を実
現できる可能性やエコシステムのリスクについて評価するためのものでもある。 




































下、カロッツェリア）の製品 CYBERNAVI（以下、サイバーナビ）の AVIC-ZH0007 と
AVIC-ZH0009HUD の 2 機種とし、これらの製品の機能や製品供給のマネジメントについ
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界平均を上回る価格の製品を販売しており、超低価格帯の PND の業界平均単価が 28,000
円であるのに対して高価格帯のパイオニアのサイバーナビの平均単価が 165,000 円となっ
ている。ZH0007 はサイバーナビの基本性能を抑えた機種であり、オプション品で機能を
発展させることができる。ZH0009HUD は ZH0007 で実現不可能な機能全てが実現でき、
AR HUD ユニットとクルーズスカウター（CS）ユニットと通信モジュールが同梱されてい










                                                        
2『日経業界地図 2013 年版－特装版－』 調べ 
3 個人名の公表の許可が得られなかった方については「社員」や「店員」と記述する。 
(1)2013 年 9 月 17 日 14 時から 16 時：パイオニアカーエレクトロニクス事業統括部カー市販事業部マ
ルチメディア事業企画部企画１課、堀之内光氏、(2)2013 年 10 月 28 日 13 時 30 分から 15 時 30 分：パ
イオニア販売株式会社マーケティング部マーケティング課、山内博史氏、(3)2013 年 10 月 28 日 16 時
から 18 時：インクリメント P 株式会社商品部第 1 商品部第 1 グループ、社員、(4)2013 年 11 月 15 日 11
時から 12 時：オートバックス米沢店カーズ・スポーツ担当、店員、(5)2013 年 11 月 27 日 13 時から
14 時 30 分：イエローハット山形西店、店員、(6)2013 年 11 月 27 日 19 時から 20 時：山形スバル荒楯
店フロント、社員、(7)2013 年 12 月 19 日（メール調査）：パイオニアカーエレクトロニクス事業統括部
カー事業戦略部スマートビジョン事業開発室、社員 
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①道路運送車両の保安基準の細目を定める告示  別添 28 、別添 29 
②日本自動車工業会 画像表示装置の取り扱いについて 改定第 3.0 版 
③日本自動車技術会規格（JASO） B[車体規格] 003 乗用車乗員室内の突起物処理 
④道路交通法 第 71 条 運転者の遵守事項 
                                                        
4 事業開発室担当者からの提供による。 
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5 これはパイオニアの担当者の考えである。 
＜査読付き研究ノート＞ 
Journal of Innovation Management No.12 - 118 -
へ通信料金を支払う。通信モジュールを購入したユーザーは最大 3 年間通信料金が無料で
あるため、パイオニアからドコモへ支払う通信料金は 3 年間で固定である。なお、通信モ













































ドコモとは、2011 年に FOMA サービスによって通信機能を利用し始めたころは、資本
業務提携は結んでいなかったが、2013 年に資本業務提携を結ぶに至るための一環だとすれ
ば、アダプションチェーン・リスクは低かったと考えられる。また、資本業務提携を結ん




















ブの累計走行距離は 36 億 km を超えており（2013 年 9 月時点）、膨大なビッグデータと
いえる。また、現在 VICS がカバーする道路長は約 70,000km、一方スマートループ渋滞情



































































 パイオニアに地図データを供給しているのが、グループ会社のインクリメント P 株式会



















8 これは、ipc の担当者の意見であり、この数字の根拠となるデータが存在するわけではない。 
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 カーナビはライン純正、オプション純正、市販品ナビの 3 つのルートで販売している。
サイバーナビは主に市販品ナビのルートで流通し、一部カーメーカーにはオプション純正
品として供給しているが、2010 年から 2012 年の国内のカーナビゲーションメーカーの販
売台数では、市販品の比率が下がっている状況であり、市販のカーナビでは低価格帯のメ
モリーナビの販売台数が伸長し、超低価格帯の PND ナビと中高価格帯の HDD ナビが下が
っている状況である。サイバーナビは HDD ナビに属しているため、市販品と HDD ナビの
両方の市場規模減少に苦しんでいる。サイバーナビのストレージについては、パイオニア
は、市場の動向を見て HDD からメモリーナビでも使われている SSD といったストレージ
に変更するか考える必要があるとしている。さらに、業界全体は単価下落に陥っており、























前述した通り、今後、市場動向に合わせてサイバーナビのストレージも HDD から SSD
のような他のストレージへと変化させるという考え方が俎上に上がる可能性もある。メモ
リーナビは値段が安く、来店したその日に買ってもらえる確率が高い。しかし、量販店側
は、サイバーナビ自体はこのまま HDD でも良いと思っている。HDD ナビが少なくなりメ
モリーナビが大半になっているからこそサイバーナビ＝HDD で差別化をすることができ






























































































5.4 の事例から、パイオニアと ipc の間に「リーダーが成功するときにパートナーも利益
を得ることができ、パートナーが成功するときにリーダーも利益を得ることができる」と
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前節の(4)で得られた ipc との関係性は、パイオニアの特徴的なマネジメントの 1 つであ
る。ipc がパイオニアの競合企業に地図データを提供しているということは、パイオニアは
他のカーナビメーカーが上げた成功の恩恵を間接的に享受しているということである。ipc
は、パイオニア（2012 年カーナビ国内市場シェア 33.8%）以外に、富士通テン（同 14.3%）、









ンというエコシステムにおいて、キーストーン（Iansiti & Levien, 2004）の立場にいること
























                                                        
9 日経産業新聞（2013）による。 
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 この条件は、地図データというキーパーツを提供する ipc との関係から得られたことで
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椙山泰生・高尾義明・具承桓・久保亮一（2008）「ビジネス・エコシステム生成における中
核的企業の役割 : 光ファイバ通信の事例」Japan Advanced Institute of Science and 













構築に向けて」Japan Advanced Institute of Science and Technology 年次学術大会講演要旨
集 23、pp. 462-465。 
日本企業におけるイノベーション・エコシステムのマネジメント 
イノベーション・マネジメント No.12 - 131 -




Adner, R. 2012. The wide lens. Penguin Group (USA).（清水勝彦監訳『ワイドレンズ』東洋経
済新報社、2013 年。） 
Adner, R., & Kapoor, R. 2010. Value creation in innovation ecosystems: how the structure of 
technological interdependence affects firm performance in new technology generations. 
Strategic Management Journal, 31(3): 306-333. 
Brandenbuger, A. M., & Nalebuff, B. J. 1996. Co-opetition. Currency Doubleday.（嶋津祐一・東
田啓作訳『コーペティション経営―ゲーム論がビジネスを変える―』日本経済新聞社、
1997 年。） 
Chesbrough, H. 2003. Open innovation: The new imperative for creating and profitting from 
technology. Harvard Business School Press.（大前恵一朗訳『OPEN INNOVATION―ハー
バード流イノベーション戦略のすべて―』産能大学出版部、2004 年。） 
Chesbrough, H., Vanhaverbeke, W., & West, J. 2006. Open innovation: Researching a new 
paradigm. Oxford University Press.（長尾高弘訳『オープンイノベーション―組織を超え
たネットワークが成長を加速する―』英治出版、2008 年。） 
Iansiti, M., & Levien, R. 2004. The keystone advantage. Harvard Business School Press.（杉本幸
太郎訳『キーストーン戦略』翔泳社、2007 年。） 
McGregor, J. D., Monteith, J. Y., & Zhang, J. 2012. Technical debt aggregation in ecosystems. 
Proceedings of the third international workshop on Managing Technical Debt (MTD): 
27-30. 
Moore, J. F. 1996. The death of competition: Leadership and strategy in the age of business 










山形大学人文学部法経政策学科 4 年 
＜査読付き研究ノート＞ 
Journal of Innovation Management No.12 - 132 -
 
